
監査公表第１７号 

 

地方自治法第 199 条第 4 項の規定により、下記のとおり定例監査を執行したのでそ

の結果を同法第 9項の規定により、別紙のとおり公表する。 

 

平成２６年９月３日 

 

                 新庄市監査委員  髙 山 孝 治 

 

                 新庄市監査委員  山 口 吉 靜 

 

 

記 

 

監査の期間及び監査の対象 

監  査  期  間 監    査    対    象 

平成２６年７月１６日～ 

７月２８日 

子育て推進課の平成２５年度の財務に関する事務

の執行及び経営に係る事業の管理について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



概 要［子育て推進課］ 

 

（１）職員の配置状況                        平成 26年 4月 1日現在 

職  名 

 

室  名 

課

長 

室

長 

主

査 

主

任 

主

事 

嘱

託 
計 

総     括 1      1 

子育て企画室   1  1 2 2 6 

保 育 推 進 室   1 1  2 1 5 

計 1 2 1 1 4 3 12 

 

 

（２）歳入歳出予算執行状況（平成 25年度） 

○ 一般会計 

歳 入                                    （単位：円） 

款  項   目 予 算 現 額 調 定 額 収 入 額 
不納欠損

額 
収入未済額 収入率 

12.01.02 

民生費負担金 
113,888,000 128,582,404 112,799,296 1,491,400 14,291,708 87.73 

13.01.02 

民生使用料 
11,625,000 11,127,300 10,936,800 12,700 177,800 98.29 

14.01.01 

民生費国庫負担金 
529,406,000 515,890,074 515,890,074 0 0 100.00 

14.02.01 

民生費国庫補助金 
948,000 457,000 457,000 0 0 100.00 

14.02.05 

教育費国庫補助金 
6,537,000 7,421,000 7,421,000 0 0 100.00 

14.03.02 

民生費委託金 
101,000 111,120 111,120 0 0 100.00 

15.01.01 

民生費県負担金 
116,881,000 113,705,193 113,705,193 0 0 100.00 

15.02.01 

総務費県補助金 
1,032,000 0 0 0 0 0.00 

15.02.02 

民生費県補助金 
173,471,000 162,729,655 154,305,655 0 8,424,000 94.82 

17.01.03 

民生費寄附金 
210,000 210,000 210,000 0 0 100.00 

20.04.03 

過年度収入 
4,962,000 5,341,111 5,341,111 0 0 100.00 

20.04.05 

雑 入 
5,577,000 9,681,467 9,425,467 24,000 232,000 97.36 

計 964,638,000 955,256,324 930,602,716 1,528,100 23,125,508 97.42 



歳 出                                     （単位：円） 

款   項   目 予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執行率 

03.01.03 障害者福祉費 94,816,000 87,941,863 6,874,137 92.75 

03.02.01 児童福祉総務費 281,997,000 258,503,455 23,493,545 94.57 

03.02.02 児童母子措置費 830,266,000 803,407,963 26,858,037 96.77 

03.02.03 保育所費 528,892,490 511,326,828 17,565,662 96.68 

03.02.04 児童館費 40,439,000 39,998,027 440,973 98.91 

10.01.04 私立学校振興費 33,700,000 32,690,900 1,009,100 97.01 

計 1,810,110,490 1,733,869,036 76,241,454 96.24 

 

 

監査の結果 

監査に付された関係諸帳簿及び資料等を照合検証したところ、計数的に正確であると認めた。ま

た、業務の執行についても概ね妥当であった。 


